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【ポスターセッション】 

2009 年財政検証による基礎年金制度の給付水準と改革の方向 

－漸進的制度変化類型に依って－ 

○ 立命館大学・産業社会学部   鎮目真人（02427） 

〔キーワード〕財政検証、基礎年金、新制度論 

 
１．研 究 目 的 

本研究は、漸進的な制度変化に関する分析枠組みを用いて、2009 年の財政検証の影響を

特に基礎年金制度に焦点を当てて考察することを目的とするものである。 

 
２．研究の視点および方法 

 制度変化を捉える枠組みとしては、ホール(Hall)による、政策手段とその目的とを峻別

して変化の性質をとらえる方法(Hall 1993)や Hacker による、公的な制度改革に対する

障壁の程度(拒否点を行使するプレイヤーの多寡)と制度の内在的改革に対する障壁の程度

(政策の自由裁量の余地と政策への支持の強弱)に応じて制度変化を類型化する方法が重要

である(Hacker:2004)。両者による制度変化の類型化を重ね合わせると、経路依存的変化

の一形態であるロック・インとは別の制度変化を図のようにあらわすことができる(鎮目 

2009)。ここで、「ビックバン」としているのは制度の目的と制度手段を変える大きな変

化を意味する。「代替」とは制度自体を大きく改革するが、政策目的に変化はないため、制

度の基本的な性質は維持される。「転換」は、制度自体の変化はないため大きな改革は伴わ

ないが、その目的が変わるため制度の基本性格は変化する。この場合、既存の制度が持っ

ていた目的は階層化過程を通じて別の新たな制度によって担われる可能性もある。「放置」

は既存の環境変化に制度を適応させないため、経路依存の条件である収穫逓増は満たせず

に収穫逓減となり、環境変化に適応した新たな制度が付け加わる可能性が高い。  

図 漸進的制度変化類型(鎮目(2009)) 

  

 

 

 

 

 
３．倫理的配慮 

学会の研究倫理方針に基づき、研究を遂行した。 

 

４．研 究 結 果 
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2009 年財政検証で、基礎年金の給付水準は、2004 年年金改革と比べて、更に落ち込む

ことが明らかになった。最終的な姿として提示されている 2050 年時点でみると、基礎年

金給付の対現役男子手取り収入比は 2004 年年金改正時の 14.2％から 13.4％に減少し、モ

デル年金に占める基礎年金の割合は 28.3％から 26.8％に減少する(厚生労働省 2009)。こ

れは、厚生年金の報酬比例部分の所得代替率が 2004 年改正で 21.8％だったものが 23.3％

に上がり、モデル年金に占める報酬比例部分の割合が 43.4％から 46.5％に上昇するのと対

照的である。これらの結果、モデル年金を所得階層別にみると、低所得者ほど所得代替率

の減少幅が大きくなっている。  

こうした結果が生じる理由は、財政検証による給付改定では 100 年を単位として財政収

支の均衡を図るように給付水準が決められる構造になっているからである。経済の停滞に

よる賃金の伸びの鈍化に応じて報酬比例部分の年金額も減るが、基礎年金にはそうした仕

組みが働かないため、マクロスライドによる調整期間が厚生年金に比べて基礎年金では長

く適用され、その結果給付削減幅が大きくなる(調整期間は厚生年金では 2019 年度までで

あるのに対し、基礎年金では 2038 年度まで)。これは、別言すれば基礎年金では、2004

年改革において給付のベンチマークが示されず、厚生年金と同様に財政状況に応じて機械

的に給付削減がなされる仕組みが 2009 年改革でも踏襲されていることを意味する(鎮目

2006)。 

 こうした 2004 年から 2009 年までの一連の改革はマクロスライド方式の適用による給付

削減というパラメトリックな改革であるが、最終的に基礎年金における老後の基礎的生活

保障という目的は完全に放棄される可能性が高い。その意味で、上記の制度変化類型に即

して言えば、基礎年金では「転換」改革が進行中であるといえ、イギリスの基礎年金のよ

うに低所得者に対するミーンズ・テスト付の補足的年金と組み合わせられることによって、

基礎的生活、あるいは、最低生活の保障を行う制度に変質する恐れが大きいだろう。  
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